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武力攻撃事態等が発生した場合、住民を迅速かつ的確に避難させ救援していくために

は、関係機関が武力攻撃に関する情報を共有化し速やかに実施体制を立ち上げ、一体と

なってそれぞれの役割分担の下に国民保護のための措置を実施していくことが必要で

ある。このため、市は、県や国、他の市町村、指定公共機関、指定地方公共機関等の関

係機関との連携体制、市民との協力関係、緊急物資の備蓄等について平時から十分整備

しておくものとする。 

 

 

第１章 情報収集、伝達体制の構築 

 

第１節 通信の確保 

住民の避難や救援を円滑に実施していくためには、国、県、他の市町村、指定公共機

関、指定地方公共機関等が情報を迅速かつ的確に共有化しながら、連携し対処していく

ことが重要である。 

しかし、すべての通信手段が途絶するような事態が発生することも想定でき、関係機

関との通信手段が確保できないといった事態も考えられる。 

このため、市は全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＲＥＡＴ）及び緊急情報ネットワーク

システム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な管理・運用に努め、通信体制の整備等通信の確保に

努める。 

 

第２節 被災情報の収集、報告に必要な準備 

市は、被災情報の整理及び知事への報告等を適時、適切に実施するため、あらかじめ

情報収集・連絡にあたる担当者を定めるとともに、必要な体制の準備に努める。 

 

第３節 安否情報の収集、整理、及び提供に必要な準備 

市は、収集した情報を整理し提供できるよう、以下の準備を行うほか、安否情報シス

テムの習熟に努めるものとする。 

（１）市は、安否情報を円滑に収集、整理、報告及び提供することができるよう、安

否情報の収集、整理及び提供の責任者をあらかじめ定める。 

（２）市は、安否情報の収集を円滑に行うため、医療機関、学校、事業所、所管施設

等に関する基礎情報（所在、連絡先等）について、あらかじめ把握する。 

 

 

第２章 迅速な初動体制の確保 

 

第１節 ２４時間即応体制の確立 

武力攻撃事態等における警報や避難の指示が、時間的な余裕をもって国から発令され

るとは限らず、予告なく大規模テロ等が発生した場合も、迅速かつ的確な措置を実施す
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ることが可能な体制を整備しておかなければならない。このため市は、夜間、休日等に

おいても情報伝達等が２４時間対応できる体制を整備する。 

 

第２節 職員配備計画の作成 

幸手市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部（以下「市国民保護対策本部等」

という。）の部長、現地対策本部長に充てられる者は、それぞれの担当業務を遂行する

ため、必要な動員職員数を算出して職員配備計画を作成し、職員に周知するとともに、

市長に報告する。 

なお、配備計画には、市幹部職員及び国民保護担当職員が交通の途絶、職員の被災等

により参集が困難な事態に備え、代わりに参集すべき職員について定めておく。 

また、多数の避難住民を受け入れる場合、長期間に渡る対応が必要と考えられること

から、交代要員の確保等を考慮して職員の動員配置の体制を整備する。 

 

第３節 職員の指定と伝達手段の整備 

「市国民保護対策本部等」の部長、現地対策本部長に充てられる者は、情報収集や関

係機関との連絡調整等を行う職員を確保するため、上記の職員動員計画を作成する際は、

市庁舎の、近隣等に居住する職員の中から、役職等を考慮して決定するよう努める。 

なお、部長、現地対策本部長に充てられる者には、伝達手段として、携帯電話、防災

行政無線の貸与を進め、その他の職員には、必要に応じて伝達手段の整備を進める。 

 

第４節 交代要員等の確保 

市は、「市国民保護対策本部等」を設置した場合において、その機能が確保されるよ

う、以下の項目について、あらかじめ定めておく。 

１ 交代要員の確保、その他職員の整備 

２ 食料、燃料等の備蓄 

３ 自家発電設備の確保 

４ 仮眠設備等の確保 

 

第５節 市国民保護対策本部等の設置場所 

 市庁舎が武力攻撃等によって使用ができない場合や、危険物施設が近接しているなど

の状況がある場合に備えて、あらかじめ複数の施設を「市国民保護対策本部等」として

指定しておく。 

 

 

第３章 警報の住民への周知 

 

１ 市は、防災行政無線の放送や広報車の使用、自治会組織等を経由した伝達、携帯

メールの活用、公共施設への掲示等、住民への警報の周知方法について、あらかじ

め複数の方法を定め、広報紙等により市民に周知するとともに、公用車への広報装

置（スピーカー）の設置に努め、きめ細かな広報を実施する。 

また、市は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）や緊急情報ネットワーク

システム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な運用と既存の情報伝達手段との新たな連携を進

-16-



国民保護に関する幸手市計画 

第２編 平時における準備編 

 

めるとともに、情報伝達手段の多重化を推進するように努める。 

２ 市は、地域におけるケーブルテレビ会社と、警報の緊急放送に関して調整を図る

ように努める。 

３ 市は、大規模事業所の従業員や大規模集客施設の利用者に警報が周知できるよう、

その伝達方法について事業主等と協議してあらかじめ定めるよう努める。 

４ 市は外国人への周知を図るため多言語の広報文章を作成するとともに、外国語の

広報に協力を得られる人材の確保に努める。 

５ 高層マンションや大規模団地の市民への周知を図るため、管理組合等と協力して

あらかじめ周知方法を定める。 

 

 

第４章 緊急通報の発令・伝達と関係機関の役割 

 

 知事は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、武

力攻撃災害による住民の生命、身体又は財産に対する危険を防止するため緊急の必要が

あると認めるときは、警報の発令を待たずに、速やかに緊急通報を発令する。 

 市長は、緊急通報の発令に際しては、緊急通報が発令されたことを広く知らせるため、

警報の発令に準じて、サイレン等を使用して注意喚起を図るものとする。 

 知事は、市町村、指定地方公共機関等関係機関に対し、警報の通知に準じて、緊急通

報の内容の迅速かつ確実な通知を行うものとする。 

 このため、県及び市町村は、警報の場合に準じて、緊急通報の確実な伝達体制の整備

を進めるものとする。 

 

 

第５章 避難の指示 

 

第１節 避難の指示の伝達 

国の対策本部長は、警報を発令した場合において、市民の避難が必要であると認める

ときには、要避難地域及び避難先地域を管轄する都道府県知事に避難措置を指示する。 

知事は、避難経路、交通手段等を明示して市長を通じ市民に避難を指示する。 

市長は、直ちに避難実施要領を定め、職員と消防団員を指揮して避難市民を誘導する。 

また、避難市民を誘導するため必要があると認めるときには、警察署長又は出動等を

命ぜられた自衛隊の部隊等の長に対し、警察官、自衛官による避難市民の誘導を行うよ

う要請するものとする。 

このため、県及び市は、警報の場合に準じて、避難の指示の確実な伝達体制の整備を

進めるものとする。 

 

第２節 モデル避難実施要領の作成 

１ モデル避難実施要領に盛り込む基本的な事項 

市長は、武力攻撃事態等が発生した場合には、避難の指示に基づき、避難の経路

や避難誘導の実施方法などを定めた「避難実施要領」を直ちに定めなければならな

い。そのため、あらかじめ武力攻撃事態等の態様に応じた複数パターンのモデル実
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施要領を作成し、住民に対して周知する。 

なお、実施要領に定める基本的な事項は次のとおりとし、自ら避難することが困

難な要配慮者の避難方法、発生時期（季節）や交通渋滞の発生状況等について配慮

する。 

また、実際に避難実施要領を定めるときには、警察、消防機関等の関係機関の意

見を聴取する必要があると思われることから、市は関係機関との迅速な連携方法

の確立に努める。 

（１）実施要領に定める基本的事項 

① 避難の経路、避難の手段 

② 防災行政無線の使用など避難の指示への周知に関する事項 

③ 避難住民の誘導の実施方法、避難住民の誘導に係る関係職員の配置その他 

避難住民の誘導に関する事項 

④ 迅速に関係機関の意見を聴取する方法 

⑤ 住民が避難のために準備しておくべき物資等 

⑥ 住民に対する注意事項 

⑦ 上記のほか、避難の実施に関し必要な事項 

２ 武力攻撃事態の類型に応じたモデル避難実施要領の作成 

（１）着上陸侵攻からの避難 

大規模な侵攻が行われるため、避難が長期化し広範囲にわたる可能性がある。

そのため、他都道府県への避難を含めて、大規模かつ長期の避難を想定したモデ

ル避難実施要領とする。また、主に以下の事項について、避難実施要領に盛り込

むものとする。 

① 市は、避難先地域において当該市の住民の受入れが完了するまで避難住民の

誘導を行う。 

② 避難住民の誘導は、できる限り自治会組織等又は事業所等を単位として実施

するよう努める。 

③ 避難住民の誘導にあたっては、避難誘導、移動中における食料等の配給、要

配慮者等の避難の援助などについて、必要に応じ、住民に協力を要請する。 

（２）弾道ミサイル攻撃からの避難 

① 着弾前 

弾道ミサイルによる攻撃は着弾前に弾頭の種類を特定することはきわめて

困難である。また、きわめて短時間に避難を行う必要がある。このため、当初

は屋内避難が指示されることから、警報と同時に住民をできるだけ近傍のコン

クリート造り等の堅ろうな施設や建築物の地階、地下街、地下駅舎等の地下施

設に避難させる。住民は日頃から自らの行動範囲にどのような避難場所がある

のか把握しておくものとする。 

攻撃を受けた時の状況に応じて以下の隆事項を、避難実施要領に盛り込むこ

ととする。 

ア 屋外にいる場合 

（ア）直ちに堅ろうな建物や地下に逃げこむこと。その際、ガラスの破片によ

る被害が最も少ない場所を選ぶこと。 

（イ）近くに適当な建物や地下室などが無い時には、むやみに走り回らず頭を
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守って伏せること。 

（ウ）時間に余裕があれば、穴を掘って簡易シェルターとすること。 

イ 屋内にいる場合 

（ア）鉄筋コンクリートなど堅ろうな場所であることを確認する。そうでない

場合には、いったん外に出て、より堅ろうな建物や地下に避難する。 

（イ）基本的に地下に移動する。地下室が無い場合には、１階に移動する。 

（ウ）ガラスの破片による被害が最も少ない場所を選ぶこと。 

（エ）太い柱や柱の多い場所に、衣類や持ち物で後頭部を保護してうずくまる。 

ウ 乗り物の中にいた場合 

（ア）車の中にいた場合 

・ むやみに車で移動せずに、ラジオ等で正確な情報収集に努める。また、

むやみに車外へ出ない。 

・ 大きな建物がある場合には、その陰に移動し、建物がない場合には、

電柱や鉄塔など不安定な構造物を避けて、道路の左側に停車する。 

・ 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所（やむを得ず道

路上に駐車して避難するときは、できるだけ道路の左側）に駐車し、キ

ーをつけたままロックしないこと。 

（イ）電車内にいた場合 

・ 車内放送、携帯電話、ラジオ等で正確な情報の収集に努める。 

・ 乗務員の指示に従って行動する。むやみに車外に出ない。また、周囲

の人たちと協力して行動する。 

・ 地下鉄で攻撃にあった場合には、比較的被害が少ないと考えられるの

で、外部の様子が判明するまでその場所に留まる。 

② 着弾後 

着弾直後については、その弾頭の種類や被害の状況が判明するまで屋内から

屋外へ出ることは危険を伴うことから、屋内避難を継続するとともに、被害内

容が判明後、国からの避難指示の内容を踏まえ、他の安全な地域への避難を行

うなど、避難措置の指示の内容に沿った避難の指示を行う。ＮＢＣ兵器を搭載

した弾頭と判明した場合は以下のとおり。 

ア 核兵器の場合 

（ア）核攻撃後は放射能の影響が考えられるため、住民は以下の事項に留意す

る。 

・ 被害の情報収集に努めるとともに、安全が確認されるまでむやみに屋

外に脱出しない。 

・ 安全が確認されるまでむやみに爆心地へ近づかない。 

（イ）放射性降下物による外部被ばく、内部被ばくを避けるため、避難にあた

っては、以下の事項に留意する。 

・ 風下を避け手袋、帽子、雨ガッパ等を着用することで外部被ばくを抑

制する。 

・ 内部被ばくを避けるため、口及び鼻を汚染されていないタオル等で保

護する。汚染された疑いのある水や食物の摂取をさける。また、安定ヨ

ウ素剤の服用等医療機関等から指示があった場合には、指示に従うもの

とする。 

-19-



国民保護に関する幸手市計画 

第２編 平時における準備編 

 

（ウ）ダーティボムが使用された場合には、武力攻撃が行われた場所から直ち

に離れ、できるだけ近傍の地下施設等に避難させる。 

イ 生物兵器の場合 

（ア）攻撃が行われた場所又はそのおそれがある場所から直ちに離れ、外気か

らの密閉性の高い屋内の部屋又は感染のおそれのない安全な地域に避難さ

せる。 

（イ）ヒトや動物を媒体とする生物剤による攻撃が行われた場合は、攻撃が行

われた時期、場所等の特定が通常困難であり、住民を避難させるのではな

く、感染者を入院させて治療するなどの措置を講ずるものとする。 

ウ 化学兵器の場合 

（ア）風向きを確認し、風下を避け武力攻撃が行われた場所から直ちに離れる。 

（イ）外気からの密閉性の高い部屋又は高所に避難する。気密性の低い部屋に

避難した場合には、すべての窓を閉め切り、ガムテープなどで外気が漏れ

てこないように補強する。また、空調は停止させる。 

（ウ）ラジオ等により情報の収集に努め、除染等が終了し安全が確認されるま

での間、むやみに外に出るなどの行動をしない。 

（エ）化学剤による被害を受けた場合には、直ちに専門機関による除染等の措

置を受けるなど、指示に従う。 

（３）ゲリラや特殊部隊による攻撃からの避難 

① 攻撃開始前 

必要に応じて事前に退避の指示を行う。 

② 攻撃開始後 

攻撃当初は、屋内に一時避難させ、移動の安全が確認された場合は、関係機

関と連携して、適当な避難先に移動等させる。 

また、必要に応じて警戒区域の設定等を行う。 

ゲリラや特殊部隊がＮＢＣ兵器を使用して攻撃した場合の避難については、

「（２）弾道ミサイル攻撃からの避難」に準じて行う。 

（４）航空攻撃からの避難 

① 兆候を事前に察知できる場合 

時間的に余裕がある場合には攻撃前に域外避難を行う。このため市は「（１）

着上陸侵攻からの避難」に準じて、モデル避難実施要領を作成する。 

なお、時間的に余裕が無い場合や一部避難が終了していない場合には、「②

兆候を事前に察知できない場合」と同様に対処する。 

② 兆候を事前に察知できない場合 

対応の時間が短く、使用される弾頭の種類により被害の状況が異なる。その

ため、速やかに屋内への避難を行う。攻撃終了後も弾頭の種類等が判明するま

で屋内避難を継続し、安全が確認された場合は、安全な地域への避難を行う。 

これらは弾道ミサイル攻撃の場合と同様であり、市は「（２）弾道ミサイル

攻撃からの避難」に準じて、モデル避難実施要領を作成するものとする。 
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類 型 

項 目 

着 上 陸 侵 攻 

か ら の 避 難 

ゲリラや特殊部隊 

等 か ら の 避 難 

航 空 攻 撃 か ら の 避 難 

兆候がある場合 兆候がない場合 

攻 撃 の 特 徴 

 
・攻撃が大規模であり 
 広範囲で長期化する 

 傾向がある。 
・着上陸侵攻に先立ち、 
 空爆や弾道ミサイル 

 攻撃が行われること 
 がある。 

 
・秘匿した行動を取る 
 ため、事前の兆候を 

 察知することが困難 
 である。 
・政治経済の中枢やダ 

 ム、鉄道など重要施 
 設が標的となる可能 
 性が高い。 
 

 
・避難が長期化し、広範
囲にわたる可能性があ

る 

 
・対応時間が短く使用 
 される弾頭により被 

 害の状況が異なるの 
 は弾道ミサイル攻撃 
 の場合と同様である。 

避 難 時 間 

 
・事前の準備が可能で 
 あり、避難時間に余 
 裕がある。 

 
・短時間で被害が発生 
 することが考えられ、 
 避難時間はあまりな 

 い。 
 

 
・事前の準備が可能で 
 あり、避難時間に余 
 裕がある。 

 
・短時間で被害が発生 
 することが考えられ 
 るため、避難時間は 

 あまりない。 

避難実施要領 
に 盛 り 込 む 
べ き 内 容 

 
・広域的、長期的な避 
 難方法について盛り 
 込む。 

 
・ゲリラの活動区域を 
 特定し、退避の指示 
 を行う。 

・攻撃当初は屋内に避 
 難させ、その後関係 
 機関と協力して安全 

 措置を講じつつ、適 
 当な避難地に移動さ 
 せる。 
 

 
・着上陸侵攻に準じて、 
 広域的、長期的な避 
 難方法について盛り 

 込む。 

 
・弾道ミサイル攻撃か 
 らの避難の場合に準 
 じて、避難方法につ 

 いて盛り込む。 

 

類 型 

 

項 目 

弾道ミサイル攻撃からの避難 

通常弾頭である場合 核弾頭である場合 生物剤弾頭である場合 
化学物質弾頭 
である場合 

攻 撃 の 特 徴 

 
・発射の段階で攻撃目標を特定することは困難 

 
 

 
・核爆発による熱線、 
 爆風、放射性降下物 

 による被害がある。 

 
・潜伏期間がある細菌 
 が使用された場合、 

 被害が拡大するおそ 
 れがある。 
 

 
・生物剤と同じく目に 
 見えず拡散するが、 

 被害が短期間で発生 
 する。 
 

避 難 時 間 
 

・極めて短時間で被害が発生することが考えられるため、避難時間はあまりない。 
 

避 難 先 
 

・避難時間があまりないため、近くの建物の中など、屋内避難を基本とする。 
 

避難実施要領 
に 盛 り 込 む 
べ き 内 容 

 
①屋外にいた場合 ②屋内にいた場合 ③乗り物の中にいた場合を想定して、避難方法について盛り込

む。 
 
 

 
・安全が確認されるまで、むやみに外に出ない。 

 
 
・手袋、カッパ等の着 
 用など、放射能の影 

 響を避ける避難方法 
について盛り込む。 

・タオルやマスクの使 

 用等、内部被ばくを 
 避ける方策につい 

て盛り込む。 

 
・攻撃が行われた場所 
 から直ちに離れ、密 

 閉された部屋等に避 
 難する。 
・ヒトや動物を媒体と 

 する生物剤が使用さ 
 れた場合には、住民 
 を避難させるのでは 

 なく、感染者を入院 
させて治療する等の 

 措置を行う。 
 

 
・風向きが非常に重要 
 になるので、第一に 

 風向きを確認する。 
・外気から密閉性の高 
 い部屋等に避難する。 

・ガムテープ等で目張 
 り等をする。 
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第３節 避難人数の把握 

１ 自治会組織単位等での人口の把握 

市が住民を迅速かつ的確に避難させるためには、避難住民の人数を詳細に把握す

ることが大切である。 

そのため、市はあらかじめ、自治会組織等の単位で人口等を把握しておく。 

また、市は、大規模集客施設の利用状況等についても把握に努める。 

２ 要配慮者の把握 

（１）病院入院患者数と社会福祉施設入所者数について 

市は、病院入院患者数及び社会福祉施設入所者数の把握に努める。 

（２）在宅の要配慮者について 

市は、在宅の要配慮者の状況や緊急連絡先の把握に努める。 

（３）外国人の人数等について 

市は、市の区域内の外国人の人数（言語別）の把握に努める。 

 

第４節 避難指示の周知 

１ 住民への周知方法、周知内容 

（１）住民への周知方法 

① 市は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）や緊急情報ネットワークシ

ステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な運用と既存の情報伝達手段との新たな連携を

進めるとともに、情報伝達手段の多重化を推進するように努める。 

② 市は、あらかじめ防災行政無線の放送や広報車の使用、自治会組織等を経由

した伝達、携帯メールの活用、公共施設への掲示等、住民への避難の指示の周

知方法について、あらかじめ複数の方法を定め、広報紙等により市民に周知す

る。 

また、公用車への広報装置（スピーカー）の設置に努め、きめ細かな広報を

実施する。 

③ 市は、地域におけるケーブルテレビ会社と、避難の指示の緊急放送に関して、

調整を図るよう努める。 

④ 市は、大規模事業所の従業員や大規模集客施設の利用者に避難の指示が周知

できるよう、その伝達方法について事業主等と協議してあらかじめ定めるよう

努める。 

⑤ 市は、外国人への周知を図るため多言語の広報文案を作成するとともに、外

国語の広報に協力を得られる人材の確保に努める。 

⑥ 市は、高層マンションや大規模団地の市民への周知を図るため、管理組合等

と協力してあらかじめ周知方法を定める。 

（２）要配慮者への周知方法 

① 病院、社会福祉施設利用者への周知方法等 

市は、管轄する地域の病院及び社会福祉施設の管理者と協議のうえ、あらか

じめ避難の周知方法について定めておく。 

また、病院及び社会福祉施設の管理者は、入院患者、入所者等利用者に対し

て迅速かつ的確な周知が行われるよう体制を整備するよう努める。 
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② 在宅の要配慮者への周知方法 

市は、在宅の要配慮者に対し、迅速かつ的確な周知が行われるよう、自主防

災組織、自治会組織等と協力した連絡体制を整備するものとする。 

③ 外国人への周知方法 

市は、外国語の原稿による市町村防災行政無線での放送や広報車での広報、

掲示板の設置等について準備しておくとともに、外国人住民への避難の周知方

法について明らかにしておく。 

（３）周知内容 

市は、主に以下の事項を、避難住民へ周知する。 

① 避難指示の理由 

② 住民避難が必要な地域 

③ 住民の避難先となる地域 

④ 避難場所 

⑤ 主要な避難の経路 

⑥ 避難のための交通手段、集合場所 

⑦ 注意事項（戸締り、携行品、服装等） 

（４）情報伝達手段の多重化・多様化の促進 

市は、住民に対して避難の指示の周知を図るため、国及び県と協力して情報伝

達手段の多重化・多様化の促進を図っていくものとする。 

 

第５節 避難住民集合場所の指定 

１ 集合場所の選定基準 

避難住民は、単独で行動するよりも、自治会組織等の単位で集合して、避難住民

の運送拠点となる鉄道運送の拠点やバス運送の拠点に移動したほうが、お互い助け

合うこともでき、また家族の離散を防ぐためにも有効である。 

こうしたことから、市は、主に以下の基準に基づき、地域の避難住民が一時的に

集合する避難住民集合場所を指定する。 

（１）地震等自然災害発生時に避難場所として指定されている場所 

（２）その他地域の実情に応じて市が指定する場所 

２ 避難住民集合場所の周知 

市は、避難住民集合場所を定めたときには、以下の方法等により地域住民に周知

する。 

（１）広報紙 

（２）避難住民集合場所マップの作成 

（３）ホームページ等インターネットへの掲載 

 

第６節 避難施設の周知と施設管理者との連絡体制 

１ 避難施設の指定への協力 

県は避難施設の指定に際し、避難施設に市民を可能な限り受け入れることができ

るよう、それぞれの施設の収容人数を把握し、一定の地域に避難施設が偏ることが

ないように指定するとともに、できるだけ多くの避難施設の確保に努めることとな

っていることから、市は、県が行う以下の指定要件を満たす避難施設の指定に対し

て協力するものとする。 
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また、施設管理者が、当該施設を廃止し、又は用途の変更、改築等により以下の

基準に該当する重要な変更を加え県に届け出る時には、市を経由するものとする。 

【避難施設の指定要件】 

① 公園、広場その他の公共施設又は学校、公民館、駐車場、地下街その他の公

益的施設であること。 

② 爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難場所として、コンク

リート造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施設であること。 

③ 避難市民等を受け入れ、又はその救援を行うために必要かつ適切な規模のも

のであること。 

④ 物資等の搬入・搬出及び避難市民等の出入りに適した構造を有するとともに、

避難市民等を受け入れ、又はその救援を行うことが可能な構造又は設備を有す

るものであること。 

⑤ 危険物質等の取扱所に隣接した場所、急傾斜地等に立地する施設でないこと。 

⑥ 車両その他の運搬手段による運送が比較的容易な場所にあるものであるこ

と。 

なお、施設管理者は、当該施設を廃止し、又は用途の変更、改築等により以

下の基準に該当する重要な変更を加え県に届け出るときには、市を経由するも

のとする。 

【届出が必要な施設改築基準】 

① 届出が必要な施設改築基準当該施設の避難住民等の受け入れ又は救援の用

に供すべき部分の総面積の１０分の１以上の面積の増減を伴う変更とするこ

と。 

２ 避難施設の管理者との連絡体制 

市は、各避難施設の管理者との２４時間の連絡体制をあらかじめ把握するよう努

める。 

３ 避難施設の運営マニュアルの整備 

市は、県と協力し、避難施設の運営マニュアルを整備し、住民に対し、避難施設

を運営管理するための知識の普及に努める。 

また、本マニュアルは、災害対策基本法に定める避難所の運営マニュアルを準用

する。 

４ 避難施設の周知 

市は以下の方法等により避難施設の所在地等について住民への周知徹底に努め

る。 

（１）避難所マップの作成及び配布 

（２）避難所看板の設置 

（３）広報紙 

（４）ホームページ等インターネットへの掲載 

 

第７節 避難のための手段の確保 

１ 交通手段選択の基本方針 

避難の交通手段については、鉄道・バス・自転車・徒歩を基本とする。自家用自
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動車の使用については、原則禁止とするが、地域的特性や避難時間の長短を考慮し

て使用を認める。 

なお、要配慮者の移動に関しては、必要に応じて自家用車、市の公用車等を使用

できるものとする。 

市は、こうした基本方針に基づき、避難の交通手段について避難実施要領を定め、

住民に周知する。 

２ 交通手段の確保方法 

（１）鉄道 

市は、市の区域内における各鉄道事業者の運送能力及び各駅の連絡先を把握す

る。 

（２）バス 

市は、市の区域内におけるバス事業者の運送能力、連絡先について把握する。

また、市は、県がバス事業者である指定公共機関、指定地方公共機関と協力して

選定したバス運送の拠点となる場所を把握しておく。 

（３）タクシー事業者 

市は、あらかじめタクシー事業者と避難住民の運送に関する協定を締結するよ

う努める。協定を締結したタクシー事業者は、配車や人員配置などあらかじめ運

送体制の整備に努めるものとする。 

（４）市が保有する車両 

市は、その保有するバス及び福祉用車両など、避難住民の輸送に使用できる車

両についてあらかじめ定めておく。なお、使用できる車両は、要配慮者の輸送手

段に優先的に利用する。 

（５）要配慮者への配慮 

鉄道、バスの避難用車両については、高齢者、障害者、傷病者等に配慮した機

能を有するものを、できる限り使用する。 

 

第８節 避難候補路の選定 

１ 避難候補路の選定の基準 

武力攻撃等の態様は多種多様であり、それによって引き起こされる武力攻撃災害

についても様々な態様が考えられる。また、道路についても、避難路や自衛隊の使

用する道路、緊急物資の運送路等といった様々な利用が考えられる。 

このため、あらかじめ特定の道路を避難路として決定しておくことは困難である

と考えられ、市は、県が決定した避難候補路とネットワークを構築するための避難

候補路（以下「候補路」という。）を次の基準により定めておく。 

（１）県が指定した候補路に接続する主要な市道 

（２）県が指定した候補路及び上記道路と次に掲げる施設を連結し、又は施設間を相

互に連絡する道路 

① 第２編第５章第６節に規定する避難施設 

② 市防災活動拠点 

③ 市臨時ヘリポート 

（３）候補路沿いには、火災・爆発等の危険性が高い場所がないように配慮する。 

２ 関係機関との調整等 

（１）事前調整 
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市は、候補路の選定に当たっては、管轄する警察署と調整するものとする。 

（２）候補路の決定 

市は候補路を定めようとする時には県に協議するとともに、市を管轄する警察

署と調整する。  

また、候補路を決定した場合には、県、警察署、運送事業者である指定公共機

関及び指定地方公共機関に通知する。 

 

第９節 避難住民の運送順序の決定 

避難住民の運送は、次の順序で行うものとする。 

１ 重病者、重傷者、障害者、妊産婦 

２ 高齢者、乳幼児、児童 

３ その他の住民 

 

第１０節 道路啓開の準備 

武力攻撃の状況により、道路上には乗り捨てられた自動車や倒壊建物が散乱している

ことも想定され、これらの障害物を除去し、破損箇所を補修するなど迅速な対応が要求

される。 

市が管理する道路については、市長は、あらかじめ道路啓開の実施計画を作成し、必

要な資機材について整備を進める。 

なお、実際の啓開作業には重機などの特殊な機材が必要であるため、市は、建設業団

体と協定を締結するなどして、武力攻撃事態等における道路啓開、応急復旧に備える。 

 

第１１節 避難住民等に対する住宅の確保 

武力攻撃災害等の発生時には家屋の倒壊、焼失等により、家屋を失い自らの住宅を確

保できない多くの被災者が発生することが予想される。 

そのため、市は、県があらかじめ定めた「避難住民等住宅供給計画」に基づき、被災

者に対する住宅供給対策についてあらかじめ定める。 

なお、その際には、高齢者や障害者等の要配慮者対策について配慮する。 

また、市は、建設業関係団体との間に、応急仮設住宅用資機材等の調達が円滑に進む

ように武力攻撃事態等における協力関係を定めた協定を締結するよう努める。 

１ 応急仮設住宅等建設予定地の選定 

建設予定地については、主に以下の基準により選定する。 

【選定する基準】 

① 飲料水が得やすい場所 

② 保健衛生上適当な場所 

③ 交通の便を考慮した場所 

④ 居住地域と隔離していない場所 

建設予定地は原則として県有地、市有地とするが、状況により私有地に設置しよう

とする場合には、地権者等との間に協定を結ぶなどの方法を講じておくものとする。 

２ 資機材の調達・人員の確保等 

市は、建設業関係団体との間に、応急仮設住宅用資機材等の調達が円滑に進むよう

に武力攻撃事態等における協力関係を定めた協定を締結するよう努める。 
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第１２節 避難場所の把握 

 市は、武力攻撃事態等の態様に応じて適切な退避場所についてあらかじめ調査し、把

握するよう努める。 

 

第１３節 避難誘導の補助 

多数の避難住民を受け入れる場合、要避難地域から移動してくる避難住民に対して、

避難施設への円滑な誘導や移動途中での食料等の配給への補助が必要となる。 

そのため、市は、避難経路等において、避難住民に対してパンフレット等を直接配布

できるよう日頃から準備しておく。 

なお、パンフレットは多言語により作成し、外国人の誘導にも配慮する。 

また、移動途中の避難住民に対して、食料、飲料水、必要な情報の提供ができるよう

日頃から準備しておく。 

 

 

第６章 緊急物資の備蓄等 

 

第１節 緊急物資の備蓄 

１ 備蓄する緊急物資の種類・数量 

市は、食料、生活必需品等必要な物資の備蓄、飲料水の供給体制の確立に努める

こととするが、多数の避難住民が長期間にわたり避難することも予想され、行政機

関だけの取り組みには限界があり、住民自らの取り組みが必要である。 

このため、備蓄にあたっては、県、市、住民がそれぞれ備蓄を充実していくとと

もに、市は、生産・流通・保管事業者等と物資調達に関し協定を締結するなど、物

資の確保に努める。 

災害対策の備蓄と国民保護のための備蓄は相互に兼ねることができるとされて

おり、当面は武力攻撃事態等における備蓄についても、市地域防災計画上の備蓄品、

給水体制を利用するものとするが、救援の期間が長期に渡る場合や、他機関から緊

急物資等を受け入れることが困難となる場合も考えられることから、その充実を図

る。 

なお、安定ヨウ素剤、天然痘ワクチン等の特殊な薬品等のうち、国において備蓄・

調達体制を整備することが合理的と考えられるものについては、国が必要に応じて

備蓄し、若しくは調達体制を整備し、又はその促進に努めることとされているので、

市としては、国や県の対応を踏まえ検討する。 

 

【関連資料】 物資及び医薬品の備蓄状況について 

 

２ 備蓄品の調達と管理 

備蓄品の管理は、備蓄品を調達したものが行うものとし、国民保護担当課が全体

を掌握しておくものとする。 

管理場所は以下のとおりとする。 

（１）災害用備蓄品倉庫 
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第２節 装備品の整備 

市は、職員が国民保護措置を実施する際に必要となる防護服等装備品の整備に努める。 

 

第３節 市が管理する施設及び設備の整備等 

１ 施設及び設備の整備等 

市は、その管理する施設及び設備について、定期的に整備し、点検しておくとと

もに、代替施設の確保に努める。 

２ 復旧のための各種資料の整備等 

市は、武力攻撃災害による被害の復旧を的確かつ迅速に実施するため、地籍調査

結果に基づく土地等の権利関係を証明する資料等について、既存のデータ等を活用

しつつ整備し、その適切な保存を図るよう努める。 

 

 

第７章 緊急物資運送計画の策定 

 

第１節 運送路の決定基準 

１ 緊急物資運送候補路の選定 

武力攻撃事態発生時には、避難経路や自衛隊の使用する道路の指定状況を考慮し、

運送路を決定することとなる。 

このため、市は、県があらかじめ定めた緊急物資運送候補路とネットワークを構

築するため、鉄道運送の拠点や緊急物資の備蓄場所、物資の集積場所、避難施設の

場所などを考慮して、以下の運送方法による緊急物資運送候補路をあらかじめ定め

ておくものとする。 

（１）道路、鉄道を利用した陸上運送 

（２）ヘリポート等を利用した航空運送 

２ 運送道路と道路啓開 

緊急物資運送道路の道路啓開の準備は、第２編第５章第１０節と同様に行う。 

 

第２節 応援物資受け入れ体制の整備 

１ 物資集積地の決定及び受け入れ情報提供場所の選定 

県は、他の地方自治体、国民、企業等から県への応援物資（以下「応援物資」と

いう。）は、直接避難施設へ運送するのではなく、まず以下の大規模な物資集積地

で受け入れ、その後、ニーズに応じて避難施設まで運送することとしている。 

○ 防災基地 

○ 防災拠点校 

○ 大規模施設（さいたまスーパーアリーナ、さいたまスタジアム２００２） 

物資集積地までの運送を円滑かつ迅速に実施するため、市は県と協力して応援物

資を運送してきた者に対して、配送する物資集積地までの地図等必要な情報を、事

前に提供する。 

このため、市は、県がこうした情報を提供する場所を、あらかじめ選定するため

に協力する。情報提供場所は、主に以下のとおりである。 

○ 高速道路のパーキングエリア又は料金所 

○ 道の駅 
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○ 主要な国道の隣接地 

２ 情報提供体制の整備 

市は、あらかじめ受け入れ情報提供場所の職員の配置や、情報の提供方法につい

て定めておくなど、情報の提供体制を整備する。 

３ 仕分け、配送体制の整備 

市は、物資集積所における応援物資の仕分け及び配送を円滑かつ迅速に実施する

ため、職員の配置や配送方法等について、あらかじめ定める。 

 

第３節 応援物資の発送体制の整備 

本市が被災地及び避難先地域に該当しない場合で、本市から応援物資を発送するとき

には、以下のとおり実施するものとする。 

１ 物資集積地の決定 

原則として物資集積地に他の市町村、民間企業、住民からの応援物資を集積する。 

２ 仕分け、発送体制の整備 

市は、物資集積所における応援物資の仕分けを円滑かつ迅速に実施するため、職

員の配置や発送方法等について、あらかじめ定める。 

 

 

第８章 医療体制の整備 

 

第１節 武力攻撃災害時における医療体制の基本方針 

武力攻撃災害発生時の医療体制は、負傷者等に対して応急的な医療処置を講ずる初期

医療体制、重傷者や特殊医療を要する患者に医療処置を講ずる後方医療体制及び搬送体

制を連携させて行っていくものとする。 

なお、ＮＢＣ攻撃による武力攻撃災害が発生した場合には、２次災害が発生する危険

性が高いため、活動する職員の安全確保に十分配慮する。 
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【武力攻撃災害時医療体制の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 初期医療体制の整備 

１ 救急救助体制の整備 

武力攻撃事態等の発生時は、多数の負傷者等の発生が予想され、迅速な医療の実

施が必要とされる。 

このため、消防機関は、県や救急医療機関等の関係機関との密接な連携により、

以下の事項に留意の上、救急救助体制の整備に万全を期する。 

○ 武力攻撃事態等における救急救助応援体制の確保 

武力攻撃災害発生時には、一つの消防機関では対処できないといった場合も

考えられる。このため、救急救助に関する相互応援体制について整備する。 

○ 救急機材等の整備 

高規格救急車及び高度救急処置用資機材の整備と医療救護所に必要な資機材

等を計画的に整備する。 

○ 応急手当用品の確保 

多数の負傷者に対応できるように応急手当用品の計画的な配備を進める。 

○ トリアージ訓練の実施 

多数の負傷者が発生した場合には、傷病の緊急度や重症度に応じて治療の優

先順位を決定（トリアージ）することとなる。救急医療機関等までの搬送、また

は医師が到着するまでは、救急隊が実施することとなるため、こうした訓練を実

施し、医師の検証を受けるなどしてトリアージの精度を向上させる。 
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○ 住民に対する応急手当普及啓発の推進 

武力攻撃災害時に負傷者が多数発生することが予想されることから、多くの

住民が応急手当ができるように救命講習を実施する。 

２ 各機関の初期医療体制 

（１）初期医療活動を行う組織と役割 

武力攻撃災害時に初期医療を行う組織と役割は次のとおりである。 

 

【初期医療活動を行う組織と役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 連絡窓口等の把握 

市は、あらかじめ関係機関の連絡窓口を把握するとともに、要請等の手続き

について定める。 

② 救護班の編成・出動手順の策定 

市は、あらかじめ県（保健所）、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

各地域の公的医療機関等と協議し、事前に以下の項目について定めておくもの

とする。 

ア 救護班の編成方法 

イ 救護班の出動手順 

ウ 救護班の行う業務内容（トリアージの実施、傷病者への応急処置、助産等） 

（２）医療救護所設置及び運営について 

市は、県（保健所）、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、各地域の公

的医療機関などと協議し、事前に以下の項目についてあらかじめ定めておくもの

とする。 

① 救護所の設置場所 

② 救護所の運営方法 

③ 救護所で使用する備蓄医薬品の種類及び数量の確保方法 

 

連

絡

調

整 
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３ ＮＢＣ災害への対処体制の整備 

核、生物、化学物質を使用したＮＢＣ攻撃の場合には、特殊な治療を必要とする

負傷者等が多数発生する事態が予想されるため、以下の事項に留意の上、市は体制

の整備を進めることとする。 

（１）ＮＢＣ災害対処資機材の整備、知識の習得武力攻撃の中でも特にＮＢＣ兵器に

よる武力攻撃災害が発生した場合には、各機関は特殊な装備をもって現場に臨む

必要がある。このためＮＢＣ災害に対処できる資機材の整備に努めるとともに、

毒性物質（サリン等）の効果、効用等について知識の習得に努める。 

（２）自衛隊、県警察、国の専門研究機関等との連携体制の整備各機関は、ＮＢＣ災

害等に関し、自衛隊や県警察、国の専門研究機関との連携に努め、武力攻撃災害

発生時における資機材の応援や専門職員の派遣について事前に協議するなど、連

携体制の整備に努める。 

 

第３節 傷病者搬送体制の整備 

１ 搬送先順位、経路の決定 

消防機関は、医療機関の規模、位置、診療科目等に基づき、おおよその搬送先順

位を決定する。 

また、道路が被害を受けた場合を考慮し、医療機関への搬送経路を複数検討す

る。 

２ 民間事業者との協力 

大規模な武力攻撃災害が発生した場合には、消防機関だけで傷病者を搬送する

ことは困難と考えられるため、消防機関は民間の患者等搬送事業者等と、傷病者搬

送の協力体制の構築に努める。 

 

第４節 保健衛生体制の整備 

１ 健康相談体制の整備 

市は、武力攻撃災害発生時には、保健師等により避難住民等のニーズに的確に対

応した健康管理を行うこととし、避難が長期化する場合や避難所が多数設置され

る場合等に備え、避難住民等の健康管理のための実施体制を整備する。 

また、武力攻撃事態等による被災者の精神的ショックや、厳しい避難生活による

精神的ストレスをケアするため、精神保健体制を日本赤十字社等と連携し、整備し

ておくものとする。 

２ 防疫活動体制の整備 

市は、武力攻撃事態等が発生した季節及び武力攻撃災害の規模に応じた防疫活

動ができるように、人員の動員、資機材の備蓄や調達について定める。 

３ 栄養指導対策 

市は、避難先地域の住民の健康維持のために、栄養管理、栄養相談及び指導を行

う体制を整備する。 

４ 埋・火葬対策 

大規模な武力攻撃災害が発生した時には、柩等火葬資材の不足や火葬場の処理

能力を超える死体処理の発生など、個々の市や県だけでは対応できないことが考

えられる。 

このため市は、埋・火葬救援対策を適切に実施するため、県の定めた「埼玉県広
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域火葬実施要領」に基づき、次の対策を講じる。 

（１）遺体の搬送について、あらかじめ葬祭業者等と協議する。 

（２）近隣市町村の火葬場経営者と、死体の火葬に関して協定等を締結する。 

（３）墓地経営許可区域及び納骨堂を把握する。 

 

【関連資料】 県内火葬場一覧 

 

 

 

第９章 生活関連等施設の管理体制の充実 

 

第１節 生活関連等施設の管理体制の整備 

有事の際には、ダム、発電所、浄水施設などの国民生活に関連を有する施設や毒物劇

物等の危険物質等を取り扱う施設（以下「生活関連等施設」という。）は、攻撃目標と

されることも考えられることから、関係機関と連携して事態の把握等に努める。 

１ 生活関連等施設の所在、危険物質等保管状況の実態把握 

市は、県及び消防機関等と連携し、生活関連等施設の以下の項目について把握し、

これらの情報を県、市町村、自衛隊、警察、消防機関で共有する。 

なお、情報の管理には万全を期することとする。 

（１）生活関連等施設 

① 生活関連等施設の位置、構造及び設備の内容 

② 施設の警備対策 

③ 緊急時の連絡窓口 

（２）危険物質等取り扱い施設の状況 

① 危険物質等取り扱い施設の位置、構造及び設備の内容、危険物質等の種類・

数量 

② 危険物質等取り扱い施設の警備対策 

③ 緊急時の連絡窓口 

 

【関連資料】 生活関連等施設、危険物質等の状況 

 

２ 生活関連等施設の管理体制の充実 

市は、生活関連等施設の管理者に対し、管理体制の充実について要請する。 

また、市は、安全確保の留意点に基づき、その管理に係る生活関連等施設の安全

確保措置の実施方法について定める。 

 

第２節 放射線同位元素の所在・種類・量等の把握 

本市には、放射性同位元素を使用している事業所、研究所等がある。放射性同位元素

の取扱い等を規制することは、国の所掌事項（医療機関については、一部県及び保健所

設置市が所掌）であるが、市、消防機関は所管地域内の放射線同位元素使用施設の所在

等を把握しておくとともに、その施設の担当部署、連絡窓口、連絡手段についても把握

しておくものとする。 

また、市内を通過する首都圏中央連絡自動車道（圏央道）を走行中の核燃料物質運送
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車両に対して、武力攻撃又は大規模テロが行われた場合には、迅速かつ的確な初動対応

が必要とされる。 

 

 

第１０章 文化財保護対策の準備 

 

１ 現況の把握 

市は、管内の重要文化財等の所有者、保管場所、保存状況等について把握する。 

２ 保護措置のための関係機関との連携体制の整備 

市は武力攻撃災害の発生に備え、以下の関係機関等の連絡窓口を把握しておくな

ど、連携体制を整備する。 

（１）文化庁及び県の担当部署 

（２）市の教育委員会 

（３）消火等のため出動を要請する市の消防機関 

（４）重要文化財を一時的に避難させる施設 

３ 対応マニュアルの作成、訓練の実施 

市は、県とともに、重要文化財等の保護のための対応マニュアルを作成し、訓練

を実施する。 

 

 

第１１章 研修の実施 

 

市は、国や県における研修を有効に活用するなどして職員の研修機会の確保に努める

とともに、消防団員及び自主防災組織リーダーに対して国民保護措置に関する研修等を

行うよう努める。 

 

 

第１２章 訓練の実施等 

 

武力攻撃事態等において、警報や避難の指示の伝達、救援等の様々な国民保護措置を

迅速かつ的確に実施していくためには、国、県、市町村、指定公共機関、指定地方公共

機関等が連携していかなければならない。 

そのため、これらの関係機関が共同して、国民保護措置について訓練を行うよう努め

る。 

訓練の実施にあたっては、具体的な事態を想定し、ＮＢＣ攻撃等により発生する武力

攻撃災害への対応訓練、広域にわたる避難訓練、地下への避難訓練等武力攻撃事態等に

特有な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定で行うとともに、実際に資

機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実践的なものとするよう努める。 

なお、こうした訓練は、災害対策基本法に定める防災訓練との連携が図られるように

配慮する。 

さらに、多数の避難住民を受け入れる場合を考慮し、近隣の市町村や関係機関と連携

して、実践的な訓練を行うよう努める。 
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第１節 市の訓練 

市は、市国民保護計画に基づき、住民の参加と協力を得て、訓練を実施するものとす

る。 

また国や県、他市町村等との合同訓練の実施に努める。 

１ 実働訓練 

（１）訓練回数 

年１回以上。 

（２）訓練の種類 

① 非常参集、対策本部設置訓練 

緊急事態発生時における迅速な職員参集と、対策本部の設置訓練を行う。 

② 警報、避難指示の伝達訓練 

警報、避難指示の住民に対する周知徹底について、防災行政無線や広報車の

使用などあらかじめ市町村計画で定めた方法を用いて実施し、検証を行う。 

③ 避難誘導訓練 

警察、消防機関等関係機関や住民の参加と協力を得て、避難、退避の誘導訓

練を行う。 

２ 図上訓練 

（１）訓練回数 

年１回以上。 

（２）訓練の種類 

① 情報収集伝達等訓練 

関係機関からの情報の収集や対策本部における意思決定訓練を行う。 

３ 訓練結果等の検証 

 市は、県とともに、訓練に参加した各関係機関の実施状況等を検証し、必要に応

じて、国民保護措置の実施方法を見直すものとする。 

 また、過去の災害等の情報についても収集・保存し、検証することで、対処能力

の向上に努めるものとする。 

 

第２節 民間における訓練等 

１ 事業所における訓練への支援等 

市は、事業所からの武力攻撃事態等を想定した訓練の実施に関し要請があった

時には、職員の派遣など必要な支援を行うものとする。 

また、市は、事業所における防災対策への取組に支援を行うとともに、民間企業

の有する広範な人的・物的ネットワークとの連携の確保を図る。 

２ 学校、病院、社会福祉施設、駅、大規模集客施設等の救援・避難誘導マニュアル

の作成、訓練等 

（１）学校、病院、社会福祉施設、駅、大規模集客施設の管理者は、武力攻撃事態等

の発生時における職員の初動対応や指揮命令系統、施設使用者の救助及び避難誘

導等を定めたマニュアルの策定に努めるものとする。 

（２）各施設の管理者は、その職員の災害対応能力等を向上し、要配慮者、施設利用

者の安全を確保するため、警察、消防機関等の関係機関と連携して、定期的に訓

練を実施してマニュアルの検証を行い、必要な見直しを行うよう努めるものとす

る。 
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第１３章 住民との協力関係の構築 

 

第１節 消防団の充実・活性化の促進 

消防団は、避難住民の誘導等に重要な役割を担うことから、市は、住民の消防団への

参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の

支援等を行い、消防団の充実・活性化を図る。 

 

第２節 自主防災組織との協力関係の構築 

市民の自発的な活動が組織的な行動になることにより、より大きな効果が期待できる

ため、市は、自主防災組織に対して必要な支援を行い、その育成に努める。 

自主防災組織を育成するためには、組織の中心となり活発な活動を主導していくリー

ダーを養成することが必要である。 

また、武力攻撃災害発生時に有効な活動を行うため、資機材の整備について、必要な

支援を行う。 

また、多数の避難住民を受け入れる場合には、市全体で対応することとなり、避難者

受け入れのために、自主防災組織の協力を得ることが重要となってくるため、避難所の

運営等の救援への協力に対して、日頃から自主防災組織との協力関係を構築しておくよ

う努める。 

１ 市が実施する支援等 

（１）自主防災組織の結成促進 

結成への指導 

（２）自主防災組織の育成 

リーダー研修の実施、訓練への支援等 

（３）活動のための環境整備 

資機材の整備補助、訓練用の場所の貸与等 

（４）組織の活性化の促進 

助言・指導、先進団体の取組の紹介等 

２ 自主防災組織に協力を求める事項 

（１）住民の避難に関する訓練への参加 

（２）避難住民の誘導への協力 

（３）救援への協力 

（４）消火、負傷者の搬送、被災者の救助等への協力 

（５）保健衛生の確保への協力 

 

第３節 ボランティアとの協力関係の構築 

武力攻撃事態等において、市はボランティアに対して、その安全確保に十分配慮しな

がら、以下に掲げる協力を求める場合もある。このため、市は、ボランティアを円滑に

受け入れ、その活動が効果的なものになるように、県、日本赤十字社埼玉県支部及び市

社会福祉協議会などと連携を図り、その受け入れ体制を整備する。 

なお、協力を求める場合には、ボランティア自身が取得している資格等を十分考慮し、

専門知識や技能を十分発揮できるように配慮する。 

また、ボランティアセンターの運営はボランティア団体、ボランティアコーディネー

ター等が主体となって行い、市は、県と調整を図りながら必要な支援を行う。 
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１ ボランティアに協力を求める事項 

（１）住民の避難に関する訓練への参加 

（２）避難住民の誘導への協力 

（３）救援への協力 

（４）消火、負傷者の搬送、被災者の救助等への協力 

（５）保健衛生の確保への協力 

 

第４節 住民の意識啓発等 

武力攻撃事態等が発生した場合の避難等を円滑に実施するためには、住民の自主的な

協力が必要である。また、多数の避難住民を受け入れる場合にも、市全体で対応するこ

とになり、住民の自主的な協力が求められる。 

そのため、市は、平素から国民保護措置の重要性について、パンフレットの配布、研

修会の実施等により意識啓発を行い、理解を深めるとともに、武力事態等対処ハンドブ

ックを策定・配布し、訓練などを通して市民の自助能力の向上に努める。 

また、迅速に避難し的確な救援を受けるためには、市民同士の助け合い（共助）が重

要であり、市民の自治組織をはじめとする地域コミュニティへの参加を積極的に促進す

る。 

 

第５節 事業者等との協力関係の構築 

武力攻撃事態等において、市は、事業者に対して、その施設の安全確保に十分配慮し

ながら以下に掲げる協力を求める場合もある。 

このため市は、訓練等を通じて事業所等との協力関係を構築するとともに、従業員に

おける人材の把握等に努める。 

【事業者に協力を求める事項】 

① 市民の避難に関する訓練への参加 

② 避難市民の誘導への協力 

③ 救援への協力 

④ 消火、傷病者の搬送、被災者の救助等への協力 

⑤ 保健衛生の確保への協力 
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